


































































































































































































































『実務体系　現代の刑事弁護⑵』309頁（第一法規、2013年）。Paul C. Grinnell, 





















































































































































































（36）　角田・前注19の315頁。David S. Schwartz, A Foundation Theory of Evidence, 100 






























































































































































































































































































































































































（60）　神戸地判平成24年２月10日（LEX／ DB 文献番号 25480583）。
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統にしたがって組織的に犯行を準備し、当該暴力団の活動であることを顕
示する態様で犯行を実行しているというような事実関係の下では、経験則
上、特段の事情がない限り、その犯行は、当該暴力団の会長や組長が共謀
に加わり、その指揮命令に基づいて行われたものと推認される」とし、本
件では、この経験則が適用される事実関係が存在し、かつ、その適用を妨
げる「特段の事情が何ら存しないにもかかわらず、被告人による共謀及び
指揮命令を認定しなかった原判決の事実認定は、経験則に反する不合理な
ものといわざるを得ない」とした。また、「一般に、暴力団が、体面を重
んじ、それを傷付けられた場合には、ためらいなく暴力をもって報復する
という確固たる行動傾向ないし価値観を有していることは公知の事実であ
る上、…規模の大きい広域暴力団が組織を維持していくためには、造反者
の有無に目を光らせ、それが発見された場合には、早期かつ徹底的に排除
する必要があるであろうし、下部組織においても、上部組織からそのよう
な造反の嫌疑を受けないように注意を払い、もし自分たちの組織内から造
反者を出すようなことがあれば、内部で造反者を処分し、上部組織からの
嫌疑を晴らす必要が生じるであろうことは、経験則上明らかというべきで
ある」として、被害者及び被告人の上位組織幹部に対して被害者が公然と
批判・悪口を言っていた事実が認められると認定しながら、「これだけの
理由で直ちに組を挙げて殺害まで企てるものか疑問の余地がある」とした
原判決の判断は、甚だ不合理といわざるを得ないとした。
この大阪高判平成26年１月16日が適用した「経験則」も、暴力団組織
という類型論に過度に依拠して、最も典型的な傾向が最も強く示された暴
力団組織像が暴力団組織全般に全面的に妥当するという論理である。
　エ　類型論に過度に依拠した経験則理解における論理飛躍の危険性
以上のように、組織の性格論といった類型論に過度に依拠した論理につ
いては、類似事実による立証が原則的に禁止される根拠である「①行動内
容からその行動者に当該行動にあらわれた性格・傾向が存在するという推
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認、②性格・傾向からそれに基づく行動が反復されるという推認は、いず
れもさほど確実性を持ったものではない」という論理飛躍の危険性（61）がそ
のまま妥当するといえる。
（３）　被告人供述の虚偽性に関する「経験則」への疑問
前掲の覚せい剤密輸事件の第１審判決は、「被告人は、日本に到着時に
宿泊先のホテルを予約しておらず、日本で誰かと会う約束もなかったと述
べるし、本件スーツケースの入手経緯、日本国内における行動予定、ベナ
ン・成田間の航空券が予約された時期等からすれば、密輸組織としては、
本件覚せい剤を回収するのが相当困難となること」を「被告人の供述中に
虚偽が存在する可能性を示す事情」と捉えていた。
控訴審判決は、この第１審による判示を採りあげて、「被告人の供述に
ついて、虚偽の内容が含まれている可能性はあるが、明らかにされていな
い事情が存在する可能性等もあるとしている」趣旨に理解し、第１審判決
の論理が「無実であるにもかかわらず有罪となれば相当重い刑罰が予想さ
れるような罪で訴追されている者でも、一般的には不合理と評価される自
己の行動や認識について、合理的に説明することが可能となるような特別
の事情を説明しようとしないことがある、ということを前提とするもの」
として、「明らかに不合理である」としている（62）。
つまり、この控訴審判決は、「有罪となれば相当重い刑罰が予想される
ような罪で訴追されている者は、一般的には不合理と評価される自己の行
動や認識という無罪認定を妨げる事情について、合理的に説明することが
可能となるような特別の事情が存在するのであれば、説明しないというこ
とはあり得ないのであって、説明しないということは、合理的に説明する
ことが可能となるような特別事情は存在しないこと、ひいては、無実でな
いことを推認させる」という経験則が存在することを前提としていると理
（61）　前注21。
（62）　この点について、上告審である最決平成25年10月21日は、何も言及していない。
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解できる。
しかし、最判平成22年４月27日の藤田裁判官補足意見においても、「被
告人が…虚偽の供述をしていることが判明したという事実」が認められた
としても「それ自体が一つの間接事実に過ぎないのであって、被告人の有
罪認定の根拠としては、未だ強力な証明力を有する事実とまでいうことは
できない」（63）、「そのこと自体が被告人を犯人と推認させる決定的な事実と
なるわけではなく、やはり可能性を否定し得ないというだけのことでしか
ない」（64）と述べられている。
これにも示されているように、人間が本来説明できる事情をあえて語ら
なかったり、嘘をついたりする原因は、有罪の意識があったというものに
限られないのであるから、被告人が説明できる事情を説明していなかった
り、嘘をついたりしたということから、直ちに、被告人に有罪の意識が
あったことを推認するような「経験則」が存在すると認めることは不合理
である（65）。
二　論理飛躍した推論を是正する機会の確保
１　論理飛躍を是正する主張整理・証拠整理の実現
情況証拠による事実認定には、これまで述べてきたような推論過程・構
造の特徴から、「論理飛躍した推論」による誤った事実認定を生じる危険
性が潜んでいるにもかかわらず、審理においてこれを是正・批判する機会
が十分に保障されているとは言い難い。
一般に、請求証拠に請求当事者が設定した立証趣旨には事実認定者を拘
束する効力がないとされており（66）、しかも、経験則は、不要証とされて、
当事者による主張・立証を待つまでもなく、事実認定者が独自に採用・適
（63）　刑集64巻３号246頁。
（64）　刑集64巻３号248頁。
（65）　村岡・前掲18の685頁。
（66）　石井・前注５の83頁。
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用できるとされている（67）。そのため、立証責任を負う当事者である検察官
が立証趣旨として主張する証拠構造にも、事実認定者を拘束する効力はな
いとされる（68）。結局、事実認定者が取り調べられた証拠をどのような証拠
構造として捉え、どのような経験則・論理則を適用したのかが初めて示さ
れるのは、判決理由となる。当事者が、判決前に、事実認定者が心証とし
て抱いている証拠構造や適用しようとしている経験則を正確に把握するこ
とは困難である。公判前整理手続や期日間整理手続に付したとしても、こ
れらの手続における主張・証拠・争点整理を通じても、証拠調べの結果を
踏まえて事実認定者が形成する心証における証拠構造やそこで適用される
経験則を明らかにすることはできない。証拠の厳選の観点から、情況証拠
の取調べ請求の場面で、請求者に間接事実がどのように主要事実を推認さ
せると理解できるのかという証拠価値評価のあり方に関する主張までをも
証拠構造というかたちで主張させ、事実認定者もその主張に拘束されるも
のとした上で証拠採否を行うべきであるとする考え（69）もあり、これによれ
ば、主張整理・証拠整理の段階で、事実認定者が依拠する証拠構造を把握
することはできる。しかし、自由心証主義との関係で、適正な経験則・論
理則に依拠する限り、情況証拠を自由に評価できるはずである事実認定者
を当事者の主張する証拠構造で拘束することは、事実認定者の職域を侵す
ものとして許されないはずである（70）。
すると、少なくとも、検察官が主張したのと異なる証拠構造や検察官が
主張していない経験則を適用した推認をする方向での心証形成が進んだ場
合には、直ちに判決することなく、事件を期日間整理手続に付して、被告
人・弁護人に対し、証拠構造や経験則の合理性を争う機会を保障するべき
（67）　石井・前注５の275頁。
（68）　植村・前注１の35頁は、「直接証拠にあたる証拠を直接証拠としてではなく情況証
拠として用いることは、仮に当該証拠の立証趣旨が直接証拠の趣旨であったとして
も、可能であると解される」とする。
（69）　司法研修所編『裁判員制度の下における大型否認事件の審理の在り方』47頁～57
頁（法曹会、2008年）。
（70）　角田・前注２の224頁。
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である。
そして、このように、結果として証拠構造や経験則に関する検察官の主
張と心証が異なってきた場合に、そのように異なってきたことが明確にさ
れるためには、そもそも、検察官が証拠構造や経験則に関する主張を明確
にしている必要があるのであり、公判前整理手続で、検察官が証拠や間接
事実の階層の区別を意識しないで、証拠や間接事実を並列的に列挙し、総
合評価としての有罪認定を求めるに過ぎないような場合（71）、弁護人は、検
察官に対し、証明予定事実の一内実として、証拠構造や適用されるべきと
する経験則の内容を明示するように、求釈明を求めるべきである。
もっとも、弁護人は、主張整理・証拠整理において、検察官の立証に協
力する必要はない（72）から、証拠構造や適用されるべきとする経験則の内容
を明示させるにあたっては、個々の間接事実の主張に対する認否を明らか
にする必要はなく、単に検察官が主張する推論構造や経験則を不合理であ
るから争う旨指摘し、主張にかかる証拠構造や経験則が裁判所に受け容れ
られなかった場合に、代替手段としてどのような証拠構造や経験則による
推論を求めるのかを明らかにさせればよい。
情況証拠による事実認定を争う弁護活動としての公判前整理手続対応に
ついては、成功例の報告が見られる（73）ものの、証拠構造の捉え方や適用さ
れる経験則の合理性にまで及んだ対応のあり方については、十分に議論が
進んでいるとは言い難く、今後一層の検討が求められている。
（71）　実際には、「犯人識別供述といった本来直接証拠である証拠について、その証拠価
値は信用できるか、できないかの二者択一ではなく、その中間領域において、例え
ば、目撃対象者が犯人に似ているという限度でその信用性を肯定し、これを一つの
情況証拠として使用することを認める見解や裁判例があ」り、「直接証拠にあたる証
拠を直接証拠としてではなく情況証拠として用いることは、仮に当該証拠の立証趣
旨が直接証拠の趣旨であったとしても、可能であると解される」とされている（植
村・前注１の35頁）ので、検察官が直接証拠型を前提とした立証活動をしている場
合であっても、裁判所には間接証拠型の立証として評価され得ることを想定した対
応が必要である。
（72）　高野隆「公判前整理手続は事実を認定する手続ではない」季刊刑事弁護78号12頁。
（73）　菅野亮「間接事実型事件における公判前整理手続の対応」季刊刑事弁護78号39
頁、鈴木一郎「主観的併合事件における公判前整理手続の対応」季刊刑事弁護78号
43頁。
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２　論理飛躍を是正する証拠調べの実現
これまで見てきたように、情況証拠による事実認定は、推認過程が反復
される構造を有しており、個々の推論過程ごとに反対仮説が提示されるこ
とによって推認の合理性が覆される可能性があり、こうした反対仮説の提
示によって推認過程の１つについてでも合理性が覆されれば、推論の連鎖
が否定され、結局、主要事実の認定が認められないに至る可能性がある。
しかも、こうした反対仮説の提示は、立証責任を負う検察官の推論主張に
合理的疑いを容れさせる状態にすれば目的を達する（74）から、反対仮説を基
礎づける消極的情況証拠については、その存在自体が合理的疑いを容れな
い程度に証明されなくとも、積極的情況証拠による推論をぐらつかせるも
のであれば、証拠価値を十分に持つ（75）。個々の消極的情況証拠を独立させ
てみれば、微々たる反証力しかないように見えても、累積させることで、
合理的な疑いを容れさせ得ることに留意しなければならない（76）。したがっ
て、消極的情況証拠については、証明力の高いものを厳選して取り調べる
べきであるとする「証拠の厳選」の発想になじまない側面がある（77）。「積極
的情況証拠による証明力が強力であるから、そのような消極的情況証拠を
取り調べても、事実認定結果は異ならないであろう」といった証拠予断
を、特に、不適切な「経験則」に依拠して持ち、消極的情況証拠の取調べ
の必要性を否定することは許されない（78）。想定され得る反対仮説を網羅的
に採り挙げるべく、消極的情況証拠の取調べを充実させた上でも、積極的
情況証拠による証明が揺るがない場合に初めて有罪認定を許すというかた
ちで、解明度（79）を徹底した審理とする必要がある。
（74）　植村・前注１の51頁。
（75）　岩瀬徹「情況証拠による立証と合理的疑い」松尾浩也ほか編『実例刑事訴訟法
Ⅲ』193頁（青林書院、2012年）、植村・前注１の51頁。
（76）　東京高判平成10年７月１日高刑集51巻２号129頁は、「仮に情況証拠の積み重ねが
積算であると仮定すると、矛盾証拠の評価は減算では済まなくなる」とする。
（77）　司法研修所編・前注69の50頁。
（78）　角田・前注２の225頁。
（79）　前注２。
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もっとも、消極的情況証拠の取調べを充実させるためには、消極的情況
証拠の発見・入手されて提出されることが重要であるものの、冤罪に巻き
込まれた被告人側では、事件の真相を把握できていないために、消極的情
況証拠がどこに存在するのかを認識していなかったり、存在自体は認識し
ていても、それが消極的情況証拠と評価されることを認識していなかった
りして、入手・提出が困難となることが多い。ましてや、被告人が犯人で
あるとすれば「存在することが自然ないし合理的だと思われる物が存在し
ないという状況・状態」が消極的情況証拠となることもあり（80）、それが大
きな証拠価値を持つこともあるものの、こうした「不存在」が持つ証拠価
値を把握するのは容易なことではない。そうだとすれば、被告人側が消極
的情況証拠の存在を認識し、また、消極的情況証拠であるという評価を認
識できるようにするため、検察官手持ち証拠開示の充実が必要である。被
告人に有利なものはもとより、一見すると被告人に有利と思われないもの
も対象とした証拠開示が充実されることで、検察官が必ずしも事件像・犯
人像として立証対象とはしていない部分も含めた実際の犯行態様や真犯人
像を被告人側が詳細に把握することが可能となり、それと矛盾する消極的
情況証拠の発見が促進されることになる。
最後に
以上見てきたように、情況証拠による事実認定における事実誤認を防ぐ
ためには、合理的疑いを容れない程度に証明されていない間接事実を総合
認定資料に供することを許さず、適正な経験則・論理則の適用を徹底させ
るとともに、論理飛躍した推論を是正可能とする主張整理・証拠整理を実
現し、消極的情況証拠の取調べを充実させた解明度の高い審理に努める必
要がある。
（本学法科大学院教授）
（80）　植村・前注１の38頁参照。
